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13. 施工の基本事項

13. 1 施工の基本事項

給水装置を施工するときは，配水管から給水管を分岐する工事及び配水管への取付口からメ

ーターまでの工事に関する工法，工期，その他工事上の条件にしたがい施工すること。

＜解 説＞

1. 本市が定める配水管から給水管を分岐する工事及び配水管への取付口からメーターまでの工

事に関する工法，工期，その他の工事上の条件は次によること。

(1) 工法について

ア 分岐方法

(ア) 分岐は「総則 1. 2 用語の定義＜解説＞ 3.」により，原則として不断水工法で行うこと。

(イ) 給水管の分岐は原則として１区画または１棟につき１分水とすること。なお，宅地造成等の

取り出し工事は除く

(ウ) 給水管の分岐口径は配水管の口径より１ランク以上小さいものでなければならない。

(エ) 分岐した給水管は，当該配水管の布設してある道路の境界線までは，配水管とほぼ直角

にすること。

(オ) 改造工事に限り，既設分水栓を再使用する場合は，その分水栓が新たに布設しようとする

給水管口径の同口径または１ランク違いの分水栓であればそれを使用することができる。

ただし，都型分水栓（昭和５１年５月まで使用）の再使用は認めない。

（例φ13⇔20，φ20⇔25，φ25⇔40，φ40⇔50）

(カ) 分岐には，配水管等の管種及び口径に応じたサドル付分水栓，割 T 字管またはチーズ，

二受 T 字管を使用すること。

（キ） サドル付分水栓及び割 T 字管による分岐は，適切に作業を行える技能を有る者が行うこと。

（ク） 分岐にあたっては，配水管等の外面を十分清掃し，サドル付分水栓等の給水用具の取付

はボルトの締め付が片締めにならないよう平均して締め付けること。

(ケ) せん孔機は確実に取り付け，その仕様に応じたドリル，カッターを使用すること。

(コ) せん孔は，内面塗膜面等に悪影響を与えないように行うこと。

(サ) 分岐部に，防食用ポリエチレンスリーブ（本市指定材料），防食用コア等を取り付けること。ま

た，土被りが確保できない場合は箱型防寒工法（「施工編 18. 2 防寒 図１８－３」）による凍

結防止を施すこと。

(シ) 分岐方向

配水管からの給水管の分岐方向は横せん孔，横引きを原則とし，給水管の分岐で，縦せ

ん孔を行う場合は事前に水道局に連絡し，その指示があった場合に限る。詳細については，

「設計編 8． 分岐及び撤去」及び「施工編 15. 1 分岐及び撤去」による。なおφ13 からφ

25 ㎜分水栓の取出し（本管深度 1.6m 未満の場合）は「施工編 15. 1 分岐と撤去 図

15-1」，φ13 からφ25 分水栓の取出し（本管深度 1.6m 以上の場合）は「施工編 図１５－

２」によること。
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イ 給水管及び給水用具の設置方法

(ア) 屋外配管

施工の詳細については，「施工編 １6. 1 屋外配管工事」によること。

(イ) 給水装置の防護

施工の詳細については，「施工編 18． 1 給水装置の防護」によること。

(ウ) 止水用具

① 止水用具は，給水装置の改造，修繕，使用中止等の際給水を停止するために設置する

もので，断水による影響を極力小さくするよう配置すること。

② メーター直前には，止水用具を設置すること。

③ 設置にあたっては，維持管理の容易な位置を選定すること。

④ 屋外に設置する止水用具は，専用のボックスで保護すること。

⑤ φ13 ㎜～25 ㎜の止水栓は，原則としてメーターと一体化し，このうちφ40,50 ㎜の仕切弁

については宅地内公道寄り（境界からおおむね 1.0m 宅地内）に設置すること。

⑥ φ75 ㎜以上の制水弁は，公道内宅地寄り（境界からおおむね1.0m の公道内）に設置する

こと。

(エ) その他の器具及び装置

詳細については，「設計編 7.10 その他の給水用具及び装置」によること。

(オ) 給水管及び給水用具の明示

① 道路部分に布設する給水管には，水道用埋設用表示（明示シート）等により明示すること。

またφ75 ㎜以上の給水管には，あわせて水道用管埋設用表示（明示テープ）を貼りつける

こと。

② 道路部分（公道）に給水管を布設する場合は，公道上の給水ラインを明示するため表示ピ

ン，または，表示杭を設置すること。「施工編 19. 1 給水装置の表示」参照

③ φ75 ㎜以上の制水弁には，配水施設制水弁との区分を明確にするため，識別板（プラス

チック製）のオレンジ色と緑色を制水弁ボックス上部内突起部に設置すること。

(「設計編 7. 8. 1 止水用具 図７－１２」参照)

(2) 断水について

断水を行う場合はあらかじめ管理者と協議のうえ，作業３日前までに日時を決定し「断水施工

計画書」を提出し，承諾を得ること。

なお，詳細については「施工編 １5. 分岐及び撤去工事」によること。

(3) その他給水装置工事を適切に実施させるため，その他特に必要と認める事項を指示する。

1. 施工は，設計に基づき確実に行うこと。

2. 施工にあたっては，関係法規を遵守し，危険防止のための必要な対策及び措置を施すこと。

3. 主任技術者は，常に現場の工程，施工状況等を把握し，適切な施工管理に努めること。

4. 現場内及び周辺は，常に清潔に整理し，交通及び保安上の障害とならないよう配慮する

こと。
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＜解 説＞

1. 設計がいかに綿密，精巧なものであっても，現場における施工が粗雑または拙劣な時は，通水

を阻害したり，漏水を起こしたりまたは衛生上種々のへい害を及ぼすのみならず，工事費も不経済

となり，その他不測の事故を引起すことにもなるので，施工は設計に基づいて慎重に行わなければ

ならない。

2. 工事の安全について，次の事項に留意すること。

(1) 工事の施工にあたり，道路交通法，労働安全衛生法等の諸法令及び工事に関する諸規定を

遵守し，常に交通及び工事の安全に十分留意して現場管理を行うとともに，工事にともなう騒音・

振動をできる限り防止し，生活環境の保全に努めること。

(2) 道路掘削をともなうなどの工事内容によっては，その工事箇所の施工手続を当該道路管理者

及び所轄警察署長に行い，その工事許可条件を遵守して適正に施工，かつ，事故防止に努め

なければならない。

表１３－１ 主な関係法規

区 分 法規及び基準取扱い 摘 要

工事現場の管理

（全体）

・土木工事安全施工技術

指針

・騒音振動対策技術指針

・建設工事公衆災害防止

対策要綱

・生活環境の保全

・災害の防止

・総合的安全管理

交通安全対策

・道路法及び同施行令

・道路交通法及び同施行

規則

・警備業法

・道路掘削工事等施工基準

・道路工事等現場保安施設

基準

・道路工事現場における標

示施設等の設置基準

・土砂等積載車両の運搬径

路に関する事務取扱要領

・工事標識の設置

・交通整理員の配置

・片側通行の確保

・歩行者の安全確保

・誘導員の配置

公害の防止 ・騒音規制法
・振動規制法

・公害発生の防止

安全衛生の管理

・労働安全衛生法及び同

規則

・埋設管理者の立会

・酸欠の対策

・土留等安全対策

施工の管理

・条例等規則

・建築基準法及び同施行令

・消防法及び同施行令

・廃棄物の処理及び清掃

に関する法律

・道路基準点取扱要綱

・建築物における飲料水の

配管設備及び排水のため

の配管設備を安全上及び

衛生上支障のない構造と

するための基準

(3) 上表，関係法規のほか，工事にあたっては必要な保安措置を施すとともに関係者の立会いを

求め，事故防止に努めること。
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14. 土木工事

14. 1 掘 削

1. 掘削方法の選定にあたっては，現場状況等を総合的に検討したうえで決定すること。

2. 舗装の切断は，カッター等を使用し直線的にていねいに切取ること。また，工事の施工に

よって生じた舗装ガラ等は「産業廃棄物の処理及び清掃に関する法律」その他の法律に基

づき，工事施工者が責任をもって適正かつ速やかに処理すること。

3. 掘削は，周辺の環境，交通，他の埋設物に与える影響を十分配慮し入念に施工すること。

4. 掘削に先立ち，掘削箇所を事前に調査し，安全かつ確実な施工ができる掘削断面とする。

＜解 説＞

1. 土木工事は各工法にしたがって施工し，設備の不備，不完全な施工等によって事故や障害を

起こさないよう関連法規を遵守し施工するとともに，以下の事項に留意すること。

2. 上記 3.に関わらず地山の崩壊，または土石の落下等の危険がある場合は，あらかじめ土留め

支保工作業主任者の指示のもと土留め支保工を行うか，安全な勾配をとって作業すること。

また，掘削面の高さが 2.0ｍ以上となる場合は，地山掘削作業主任者の指示にしたがうこと。

1. アスファルト及びコンクリート舗装等の取り壊しは，専用カッターを使用して切り口を直に

し，断面が粗雑にならないようにすること。

2. 建築物の基礎，石垣，塀等の構造物に近接して掘削する場合は，構造物に損傷を与え

ないように十分注意すること。

3. 高さが2.0m以上の作業床の端，開口部等で転落等の危険がある箇所には，囲い手すり等

を設けて関係者以外の立ち入りを禁止すること。

4. のり肩には，掘削土を積み上げたり資材を置かないようにすること。

5. 道路標識，ベンチマーク，境界標識及びその他の重要な施設に接近して掘削しないこと。

なお，やむを得ず掘削する場合は関係者の立会あるいは指示にしたがうこと。

1. 掘削は，溝堀り，つぼ堀とし床付面は平坦に仕上げること。また，機械掘削と人力掘削の選定に

あたっては，次の事項に留意すること。

標準土工定規については，「設計編 10. 1 土工定規及び道路復旧」を参照のこと。

(1) 下水道，ガス，電気，電話等地下埋設物の輻輳状態，作業環境等及び周辺の建築物の状況。

(2) 地形（道路の屈曲及び傾斜等）及び地質（岩，軽石，軟弱地盤等）による作業性。

(3) 道路管理者及び所轄警察署長による工事許可条件。

(4) 工事現場への機械輸送の可否。

(5) 機械掘削と人力掘削の経済比較。

2. 掘削にともない舗装ガラが多量に発生した場合は，市の指定する再生プラントにおいて処理す

ること。また，コンクリートガラ等の産業廃棄物は，所定の処理施設において処分すること。なお，工

事における産業廃棄物を自社運搬する場合は車両運転手への表示及び書面を備え付け（携帯）

ること。

なお，詳細については，環境省廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課パンフレットを参照す
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ること。

表１４－１ 運搬車への表示及び書面備え付けの概要

運搬する主体 表示する事項 書面に記載する事項

共通基準

（令第6条第1項1号イ

，規則第7条の２の２第

1項及び第3項）

・車体両側面に鮮明に見やすく表示

・識別しやすい色の文字で表示

・字の大きさは，産業廃棄物収集運

搬車である旨が140ポイント（５㎝），

その他の文字が９０ポイント（約３㎝）

事業者

（自己運搬）

（令第7条の２第3項第

1号及び第7条の２の２

第1項第1号）

・「産業廃棄物の収集または運搬に供

する運搬車である旨」

・「氏名または名称」

次に掲げる事項を記載した書面

・「氏名なたは名称及び住所」

・「運搬する産業廃棄物の種類及び数量」

・「運搬する産業廃棄物を積載した日並びに積

載した事業場の名称，所在地及び連絡先」

・「運搬先の事業場の名称，所在地及び連絡先」

3. 道路の掘削にあたっては，施工当日（休日除く）の朝に「給排水工事施工状況表」

（「様式編 23. 2 2-9」）を FAX で送付すること。

4. 道路を掘削する場合は，一日の作業範囲とし，堀置きはしないこと。

5. 掘削にあたっては工事現場の交通安全等を確保するために保安設備を設置し，保安要員（交

通整理員等）を配置すること。また，工事作業員の安全についても十分留意すること。

（平成 19 年 9 月 21 日付北海道建設部より「交通誘導員の配置について」通知があった。）

6. 工事中，万一不測の事故等が発生した場合は，直ちに所轄警察署長，道路管理者等に通報

するとともに，水道事業管理者に連絡しなければならない。

7. 工事の施工によって生じた建設発生土，建設廃棄物等の不要物は，「産業廃棄物の処理及び

清掃に関する法律」その他の規定に基づき，工事施工者が責任をもって適正かつ速やかに処理

する。

8. 他の埋設物を損傷した場合は，直ちにその埋設物の管理者に通報し，その指示にしたがわなけ

ればならない。

9. 掘削断面の決定にあたっては，次の事項に留意すること。

(1) 掘削を行う場合は以下に示すものを標準とするほか，土質に応じた安全な掘削断面で行うこ

と。

詳細は「設計編 10. 1 土工定規及び道路復旧」による。

(2) すかし堀りは行わないこと。
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14. 2 埋戻し

1. 埋戻しは，点検終了後速やかに行うこと。

2． 道路内の埋戻しにあたっては，良質な土砂を用い工事施工後，陥没，沈下等が発生しな

いように十分締め固めするとともに，埋設した給水管及び他の埋設物にも十分注意して施工 す

ること。

3. 埋戻しは一層の厚さが30㎝を超えない範囲で締め固めを行い沈下を生じないように行うこと。

また，道路の下層路盤工及び凍上抑制層は20㎝までを標準とする。

4． 湧水発生箇所の埋戻しは，湧水の排水後に行うこと。

5. 宅地内復旧は，工事申請者と十分な打合せのうえ，施工すること。

＜解 説＞

1. 原則として原形復旧とすること。

2. 埋戻しは，掘削を行った当日に行うこと。

3. 道路内における埋戻しは，道路管理者の承諾を受け，指定された土砂を用いて，将来陥没，

沈下等を起こさないようにしなければならない。また，他の埋設物まわりの埋戻しにあたっては，埋

設物保護の観点から良質な土砂を用い入念に施工する必要がある。

4. 給水管埋設部分を埋戻す場合は，管上 30 ㎝までは人力により埋戻・転圧すること。

5. 上記 4. 以外の締固めは，タンパー，振動ローラ等の転圧機によることを原則とする。

6. 土質が軟弱な場合及び湧水場所については，積極的に砂等に置換すること。

7． 冬期間においては，埋戻し土に雪及び凍結土が混ざらないように注意すること。

8. 残土は，当日中に運搬捨土するものとし，現場付近にたい積放置しないこと。

9. 残土を運搬する場合は，残土をまき散らさないように，適当な措置を講じること。

10．宅地内復旧は，工事申請者と十分な打合せのうえ，その指示にしたがうこと。

14. 3 道路復旧

1. 路床は，不陸整正を行った後，十分転圧すること。

2． 路盤材料の敷均しは過不足のないように行い，かつ十分締固めを行うこと。

3. 舗装仮復旧は，常温合材または加熱合材を使用し，在来路面にすりつくように敷均して，

十分転圧すること。なお，冬期間の車道は加熱合材を使用すること。

4． 砂利道の本復旧は，道路管理者の指示にしたがい，仕上げ面に凸凹がないように行うこ と

。

5． 舗装道路の本復旧は，道路管理者の仕様にしたがい，埋戻し完了後速やかに施工するこ

と。また，本復旧にあたっては，舗装復旧面に○上印（白色）を塗布すること。

6. 冬期間の舗装復旧については，水道局及び道路管理者の指示にしたがって施工すること。

＜解 説＞

1. 道路復旧方法については，「設計編 10. 1 土工定規及び道路復旧」によること。

2． 工事施行者は，本復旧工事施工まで仮復旧箇所を巡回し，路盤沈下及びその他不良箇所が

生じた場合または道路管理者等から指示を受けたときは，直ちに修復をしなければならない。



- 7 -

3. 仮復旧工事は，次によらなければならない。

(1) 仮復旧は，埋戻し後，直ちに施工しなければならない。

(2） 速やかに本復旧工事を施工することが困難なときは，道路管理者の承諾を得て仮復旧工事を

施工すること。なお，この場合仮復旧面に「仮復旧○水 」印または「仮復旧○上 」印（白色）を塗布す

ること。

4. 砂利道の本復旧は，道路管理者の指示にしたがい，仕上げ面に凸凹がないように行うこと。

5. 舗装復旧は，次によらなければならない。（図１４－１～２参照）

(1) 舗装復旧は，在来舗装と同等以上の強度及び機能を確保するものとし，舗装構成は，道路

管理者が定める仕様書によるほか，関係法令等に基づき施工しなければならない。

(2) 工事完了後，速やかに既設の区画線及び道路表示を復元し，標識類についても原形復旧

すること。

(3) 舗装道路の本復旧は，道路管理者の仕様にしたがい，埋戻し完了後速やかに施工すること。

また，本復旧にあたっては，舗装復旧面に○上印（白色）を塗布すること。

(4) １区画を広範囲にわたり縦横断的に掘削する場合は，道路全幅を復旧すること。

(5) 歩道部分を施工する場合は，当該歩道の幅員が２ｍ以下で縦横断的に掘削するものについ

ては，全面復旧とすること。

(6) 道路復旧の施工方法は，多角的に行わず，最大幅及び影響面による四角形を原則とする。

(7) 路盤，凍上抑制層一層の仕上がり厚は２０㎝を超えない範囲で行うこと。

6. 冬期間の舗装復旧は，次によること。

(1) 着工前の写真は，必ず除雪後に撮影すること。

(2) 埋め戻しは，路面陥没，沈下等のないよう十分に転圧を行うこと。

(3) 仮復旧は加熱合材で施工すること。

(4) 市道は，融雪後に路面手直しを行った後，本復旧を行うこと。また国道及び道道は，工事期

間内（許可日から 30 日間）に本復旧を行うこと。

(5) 12 月 1 日以降の申請箇所の全てについて点検調査をし，不良箇所は速やかに補修するこ

と。また，毎月 10 日までに「様式編 23. 8 冬期占用工事点検調査簿」に点検状況を記入して

水道局に提出すること。
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図１４－１ 舗装復旧方法（国・道道）

掘削土または砂

凍上抑制層

下層路盤

舗装

本復旧

仮復旧

45
°

45
°

図１４－２ 舗装切断方法

悪い例（多角） 良い例（四角）

最大幅＋影響幅

最大幅＋影響幅
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15. 分岐及び撤去工事

15. 1 分岐及び撤去

1. 分岐(サドル付分水栓，割Ｔ字管）及び分岐部の撤去は，適切な作業を行う事ができる技能

を有する者が施工，または監督を行うこと。

2. 断水をともなう工事は，事前に水道局と協議すること。

3. 分岐の位置（取付）は，既存の分岐部及び管末から所定の間隔を確保すること。

4. 分岐部には，防食及び沈下防止等の防護を施すこと。

＜解 説＞

1. 分岐はφ３００㎜以下の配水管から行うこととし，原則として不断水工法で行うこと。

なお，配水管が塩ビ管にあってはホールソー型せん孔ドリルを使用し，内面エポキシ樹脂粉体

塗装の鋳鉄管にあっては専用の電動式せん孔ドリルを使用すること。

2. 分岐・撤去の工事材料は，「設計編 12. 給水装置工事材料の基準」参照のこと。

表１５－１ 分岐材料及び分岐間隔

分 岐 材 料 分 岐 間 隔

分水栓と分水栓 0.3m以上

分水栓と管末

分水栓と割T字

0.5m以上

分水栓とT字管

1.0m以上

割T字管と割T字管または管末

割T字管とT字管または分水栓

T字管とT字管

T字管と管末

管路を管末から延長する場合は，分岐部と管末の間隔を 0.5m 以上とすること。

また，異形管及び継手からは分岐しないこと。

3. 分岐にあたっては，分水栓，仕切弁の位置，消火栓による聴音及び表示テープ（青色）等により

配水管を確認した後，行うこと。

(1) 他の埋設管の表示色

ア 電信電話（赤）

イ 電気（ｵﾚﾝｼﾞ）

ウ ガス管（緑）

エ 熱水管（黄色）

オ 下水道（茶）

4． 断水作業がともなう工事は，次により行うこと。

(1) 作業前の確認事項

ア 断水を行う場合はあらかじめ担当者と協議の上，作業３日前までに日時を決定し「断水施工

計画書」を提出し，承諾を得ること。

イ 断水日時は，工事工程を十分検討し地域住民や特に公共施設，営業関係等の意向を考慮

し担当者と協議すること。
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ウ 断水区域は，現場調査及び管網図等により決定すること。

エ 断水作業により減水等の影響の受ける区域がある場合は，他の区域から補給し区域の縮小

に努めなければならない。なお，補給は断水前に行うこと。

オ 「断水施工計画書」に設定された断水区域の使用者への周知は，断水月日，断水予定時刻

等必要な事項を記入したチラシの配布及び新聞掲載等により作業前日までに通知すること。

表１５－２ 仕切弁の口径別回転数

口 径 回転数 弁 種 口 径 回転数 弁 種

φ ５０ １３回 ソフトシール仕切弁 φ２００ ２５回 ソフトシール仕切弁

φ ７５ １４回 〃 φ２５０ ２５回 〃

φ１００ １７回 〃 φ３００ ３０回 〃

φ１５０ １９回 〃 φ３５０ ３５回 〃

φ ５０ １４回 鋳鉄仕切弁 φ２００ ２６回 鋳鉄仕切弁

φ ７５ １４回 〃 φ２５０ ２６回 〃

φ１００ １８回 〃 φ３００ ３１回 〃

φ１５０ ２０回 〃 φ３５０ ３６回 〃

表１５－３ バルブ等の開栓方向

グローブバルブ 右止め左開 サドル付分水栓 右止め左開

ゲートバルブ 〃 割T字管 〃

乙 止 水 栓 左止め右開 仕 切 弁 左止め右開

外ネジ型止水栓 右止め左開

カ 断水中不慮の事態により，断水予定時刻を延長する場合は使用者，消防署等に連絡しなけ

ればならない。

キ 施工者は「断水施工計画書」に基づき当該の栓弁類等の位置や機能調査を行い，水流方

向，制水弁の回転数も調査すること。（表１５－２参照）

ク 断水作業

(ア） 断水作業は，極力時間の短縮に努めなければならない。

(イ） 制水弁操作は慎重に行わなければならない。急激な開閉は行わない。

(ウ） 閉栓作業は，原則として下流側から行い，口径の小さいものから順に閉栓する。

また，制水弁の回転数を確認しながら操作すること。

（エ） 断水作業完了後は，断水区域内の消火栓及び給水栓等で断水の確認をしなければならない。

5. 通水作業

(1) 充水は，排気口の高さを考慮し制水弁の操作を慎重に低い方から行わなければならない。

(2) 通水は，断水区域内がきれいになったのを確認し，制水弁操作は原則として上流から下流側

へと開栓しなければならない。

(3) 充水中は必ず管路のパトロールをし，異常の有無を確認すること。また，排気箇所には監視

人をつけること。

(4) 消火栓使用後は完全に水抜きをし，「消火栓使用連絡票」を水道施設課（水道維持係常備）

に提出すること。

6. サドル付分水栓による分岐は，下記に基づき実施すること。
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(1) 本市が指定しているサドル付分水栓は，ボール式であり，分岐にあたってはその構造，特徴

をよく理解し，事故のないよう慎重に行うこと。

(2) 分岐にあたっては，配水管の外面を十分清掃し，サドル付分水栓等の分水用具のボルトの

片締めにならないよう平均して締め付けること。（標準締め付けトルク表１５－４による）

(3) せん孔機は確実に取付け，その仕様に応じたドリル，カッターを使用すること。また，摩耗したド

リル及びカッターは，管のライニング材のめくれ，剥離等を生じやすいので使用してはならない。

なお，配水管が内面エポキシ樹脂粉体塗装の鋳鉄管にあっては専用の電動式せん孔ドリルを

使用すること。

(4) 分岐方向

配水管からの給水管の分岐方向は次によること。

配水管の埋設深度 分岐方向

1600㎜未満 横せん孔，横引き

1600㎜以上 縦せん孔，横引き

ただし，分岐は横せん孔，横引きを原則として，給水管の分岐に際し，縦せん孔を行う場合は

事前に担当者に連絡し，その指示があった場合に限る。

図１５－１ φ13～φ25 分水栓の取り出し（本管深度 1.6m 未満の場合）

G.L

PE回転継手メーター用 埋設深度
(1.4m)

PE二層管

サドル付分水栓

図１５－２ φ13～φ25 分水栓の取り出し（本管深度 1.6m 以上の場合）

G.L

埋設深度 埋設深度
(1.6m以上) (1.4m)

PE回転継手メーター用

PE二層管

注１ 最小曲げ半径を下回る場合に

ついてはベンド等を使用する。

サドル付分水栓 (表１６－１ 参照)

注1

注1
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(5) サドル付分水栓の取り出し

ア DIP 用サドル付分水栓の取付け

(ア) 鋳鉄管の下部まで，防食ポリエチレンスリーブが取付け可能なように十分掘削するととも

に，鋳鉄管のせん孔部周辺を露出し，ウエスなどでよく清掃する。

(イ) サドル付分水栓を箱から取出し，サドル上部をせん孔部の正しい位置に垂直に乗せる。

(ウ) ボルト・ナットに土などの付着物がないよう清掃する。

(エ) サドル上部に，サドル下部を組合わせ，絶縁体がはずれないように，締付ボルトを通し，座

金，ナットを取付け，再度位置を確認した後，片締めや焼付けが起きたり，絶縁体が割 れた

りしないよう，慎重にゆっくり所定の標準締付けトルク（表１５－４）まで締付ける。

イ VP 用サドル付分水栓の取付けは，前述の鋳鉄管への取付けと同様であるが，塩化ビニール

管は，割れやすいので片締めにならないように特に慎重にゆっくり所定の標準締付トルク（表１５

－４）まで締付ける。

(ア) 標準締め付けトルクは次に基づき行う。

配水管から給水管を分岐する際のボルトの標準締め付けトルクは次によることとし，片締め

にならないよう平均して締め付けること。

表１５－４ 標準締付トルク

配水管の種類 配水管の口径 ボルトの呼び 標準締付トルク(kg・㎝)

D I P

C I P

A C P

φ75～150㎜ M16 600

φ200～350㎜ M20 750

VP φ50～150㎜ M16 400

ウ PE 管用サドル付分水栓の取付け栓の構造，形状及び寸法

PE 管用サドル付分水栓の取付けは，前述の鋳鉄管への取付と同様に，ボルトの締め付け

は，片締めや焼き付けが起きないよう慎重にゆっくりサドル上部と下部が密着するまで締めつける。

⑦⑧ 部品 部品

② 番号 番号

1 胴 10 Oリング

⑪ ⑩⑨⑤ 2 ボール押さえ 11 ブッシュ

① 3 ボール 12 サドル取付ガスケット

4 ボールシート 13 サドル

5 栓 棒 14 バンド

⑥ 6 保護ナット 15 ボルト・ナット

③ ④ ⑬⑫⑮ 7 キャップ 16 平座金

8 ガスケット 17 絶縁体

⑯ 9 止めピン

⑰

⑭

部品名称 部品名称
ｄ１

ｔ１

L1

ｄ

ｄ2

L2

L

L

ｄ2

R

T

ｔ１

Ｏ Ｓ

B
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表１５－５ 寸法 単位 ㎜

止水機構
の呼び径

ｄ ｔ1 ｔ2 ｄ1 ｄ2 L L1
(最小)

L2
(最小)

B
(最小)

T
(最小)

R

13

20

25

G3/4

G1

G1 1/ 4

4.0

4.5

6.0

2.5

3.0

3.0

14

21

26

14

20

25

11

13

15

19

21

21

85

95

105

57 35

製造業

者の制作

図による

既設給水管からの分岐

既設給水管から分岐する場合は，分岐する給水口径は，原則として既設給水管の口径以下

とすること。また，既設給水管の管種に適した継手等を用いて分岐すること。

7. 鋳鉄管からサドル付分水栓により分岐する場合または，既設分水栓を再使用（改造）する場合

は，せん孔後，防食コアを取付けること。

なお，内面エポキシ樹脂粉体塗装の鋳鉄管にあっては，「密着コア」を使用すること。

(1) コアの形状寸法及び材質

ア 材質

コアの材質は，銅管（JWWA H 101 水道銅管）と同質であり，ＪＩＳ H 3300（銅及び銅合金継

目無管）の C1220T（りん脱酸銅）とする。

8. 割 T 字管による分岐は，下記に基づき実施すること。

(1) 割 T 字管による分岐は，（仕切弁の取付けを含む）

ア 取付けにあたっては，既設管の清掃を十分におこなうこと。

イ 取付は，水平に行いゴムパッキンにねじれが生じないよう均等に締めつけること。なお，ゴムパ

ッキンには潤滑剤を塗布すること。

ウ せん孔完了後は，切りくず，切断等を完全に管の外へ放水すること。（分水栓も同じ）

エ 仕切弁の取付けは，「施工編 16. 4 止水用具の設置」・「標準図編 22. 7 仕切弁及び中型

弁きょう取付け標準図」を参照のこと。

(2) 割 T 字管取付後は，取付の良否についてせん孔前に分岐孔から配水管の材質を考慮した

水圧テスト（0.75MPa)を行い確認すること。

9. 分水栓・割 T 字管撤去（不断水）は下記に基づき実施すること。

(1) 撤去方法

給水装置の撤去は以下に基づき施工すること。

ア 配水管からの分岐箇所の撤去は，以下の方法による切り離しを原則とする。

(ア) 分水栓の撤去

① 分水栓閉栓後，分水栓用キャップ（砲金製）を取り付けること。

② 分水栓の老朽化にともない分水栓の閉栓が不可能な場合は，「設計編 8. 2 撤去 表８－

３」に基づく方法により分水栓を撤去すること。

イ 割 T 字管の撤去

割 T 字の撤去方法は「設計編 8. 2 撤去」参照のこと。

注) 撤去方法は「標準図編 22.23 撤去方法」を参照のこと。

10. 分岐・撤去方法の詳細については，「設計編 8． 分岐及び撤去」参照のこと。



- 14 -

16. 給水装置の施工

16. 1 屋外配管工事 埋設管の布設（屋外配管）

1. 給水管が他の埋設物と交差または近接する場合は，その間隔を30㎝以上とすること。

2. 給水管の配管は，原則として直管及び継手を接続することにより行うこと。施工上やむを

得ず曲げ加工を行う場合には，管材質に応じた適正な加工を行うこと。（表１６－１参照）

3. 鋳鉄管の布設にあたっては，管の鋳出文字を上にして据付け直線配管とすること。

また低所から高所に向けて配管し受口部は，高所へ向けること。

4. ポリエチレン管の布設にあたっては，管のねじれ，巻ぐせ等を解き引張ったりせず，余裕を

持った配管とすること。また，貫孔内に管を引込む場合は，損傷を与えないよう注意するとと も

に，管内に土砂が入らないよう適切な処置を施し敷地内においては，できるだけ直線配管 にす

ること。

5． 給水管の埋設深さは，公道部（歩道含む）1.4m以上，宅地内1.0m（積雪の期待できない箇

所の場合1.2m）以上とすること。

6. 埋設にあたっては，施工場所の土質，配管方法に応じて抜出防止，腐食防止等の適切な

防護を施すこと。

7． 給水管の布設工事において工事を一時中断するときは，キャップ等を用いて汚水等の異

物の混入を防止すること。

＜解 説＞

1. 給水管を他の埋設管に近接して布設すると，接触点付近の集中過重，他の埋設物や給水管の

漏水によるサンドブラスト現象等によって，管に損傷を与えるおそれがある。

したがって，これらの事故を未然に防止するとともに修理作業を考慮して，給水管は他の埋設物

より 30 ㎝以上の間隔を確保し配管するのが望ましい。

なお，鋳鉄管の直線部に障害物がある場合は，曲管等を用いて施工すること。

2. ポリエチレン管の許容曲げ半径は，管外径の 20 倍以上とすること。（常温時における）

表１６－１ ポリエチレン管の屈曲半径（R）

口 径 屈曲半径（R）

13 43㎝以上 Ｒ

20 54 〃

25 68 〃 注１ 屈曲半径を下回る場合に

40 96 〃 PE ついてはベンド等を使用する。

3． 埋設管を止水のために圧着機で一時的に圧着した箇所は，MC ユニオン等で補強すること。

4. 管布設（特に道路横断）は，道路管理（維持）及び交通安全対策のうえから，土質及び地下埋

設物等の状況による施工困難な場合を除き，貫孔機等を使用すること。

(1) 給水管の布設は，指定範囲内で PE 管を使用する場合は，原則として器具接続に用いる以外

の継手を使用しないこと。

(2) 開きょ等水路を横断する場合は，原則として水路の下に布設すること。また，軌道下を横断す

る場合は必要に応じてヒューム管等，さや管で防護すること。
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(3) 給水管を布設する掘削底面は，凸凹のないよう均等にならし，石塊の多い地盤にあっては，管

の周囲を良質な土で埋戻すなどして固形物が直接給水管に触れることがないようにすること。

(4) 給水管内は器具の取付け前に必ず洗浄し，各種器具の機能障害を引起こさないように注意

すること。

(5) 給水管の内面に油等の物質が付着しないよう，十分留意して施工すること。

(6) 集合住宅等において埋設管が同一ライン上に複数存在する場合は，交差を生じさせないよう

配慮すること。

5. 埋設管の防護は，「施工編 18. 給水装置の防護」を参照のこと。

16. 2 屋内配管工事

1. 管は，自重によるたわみ及び水圧等による振動で損傷を受けないよう支持金具を用い

適当な間隔で壁等に固定すること。

2. 管と支持金具は直接接触させないこと。また，これらは他の金属とも接触させないこと。

3. 配管は，完全に水が抜ける配管とするともに，横走りの長さは水抜栓より排水する場合は

5.0m以内が望ましい。また，配管勾配は1/100以上とすること。

4. 管継手部及び一次防錆塗装品には，必ず防錆剤を上塗りし仕上げること。

5. 立上がり管の位置は，維持管理に支障とならない場所とし，水抜栓の立ち上がり管に防寒

工法を施すこと。

6. 管には，必要に応じて防食・防寒等の措置を施すこと。

＜解 説＞

1. 立上がり管等の施工方法は，「設計編 7. 7 給水管（耐圧に関する基準） ＜解説＞4. 屋内配

管の構造」を参照のこと。

2. 隠ぺい配管とする場合は，必ず壁の内面側に配管すること。

図１６－１

壁

壁の内面側に配管する

台所

3. 隠ぺい配管は，点検ができないため支持金具の施工は慎重に行うこと。

4. 配管が輻輳する場合は，誤接続を防止するため，管の外面にその用途が識別できるよう表示す

ること。

(1) 配管には規格品，型式承認品,認証品以外の給水用具及び機器を接続してはならない。

(2) 配管には，必要に応じてユニオンを設置すること。なお，取付箇所は原則として以下のとおりと

する。

ア 床板上約 0.15m

イ 第 2，第４屈曲箇所
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ウ 直線配管の約 3.0m ごと

エ その他，必要とする箇所

(3) ねじ切り機を用いてねじ切り作業を行う場合は，水道用ねじ切り油剤（JWWA K 137）を使用

すること。

(4) 接合の際に使用するねじ用シール剤は，テープ状シール剤にあっては，ＪＩＳ K 6885（シール

用フッ化エチレン樹脂未燒成テープ（生テープ））を使用し，液状シール剤にあっては，水道用液

状シール剤（JWWA K 137）を使用すること。

(5) 種類の異なる給水管を接合する場合は，それらの材質に適した接合とすること。

(6) 屋内止水栓の取付けは，以下によること。

ア 給湯器類を接続する場合は，給湯器の手前に取付けること。

イ タンク類（ボールタップ類）を接続する場合は，タンク類（ボールタップ類）の手前に取付けるこ

と。

ウ 複数階に給水する場合は，各階を区切ることができるように取付けること。

エ 同一水抜栓から２箇所以上に給水する場合は，それらが分岐できるように屋内止水栓を設置

することが望ましい。

オ 屋内止水栓は，容易に操作できる箇所に取付けること。

カ 屋内止水栓を設置するときは，水平管または立ち上がり管に取付けること。

キ その他，維持管理上必要と思われる箇所に取付けること。

(7) 減圧逆止弁の以前及び以降の配管は，空気弁，水栓等を設置するなどして減圧逆止弁以降

の水抜きができる配管とすること。

(8) 給湯器の給水方法については，次によること。

ア 給湯器（瞬間式・貯湯式）以降の配管で湯水混合する場合は，原則として同一水抜き栓及び

同一配管系統により配管すること。（図１６－２，図１６－３）

図１６－２ 図１６－３
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イ 貯湯式給湯器には必ず水道用減圧逆止弁を取り付けること。なお，湯水混合する場合は，原

則として減圧逆止弁以降の同圧配管とする。

ウ 貯湯式給湯器で減圧逆止弁が内蔵型で，２次圧給水の取り出し口がない場合は，同圧の減

圧逆止弁を直圧配管に設置し給水すること。（図１６－４）

なお，給水配管は原則として同一水抜栓より配管し，逆止弁以降に水抜きを設置する。

図１６－４

減圧逆止弁（内蔵型）

水抜栓

減圧逆止弁

16. 3 メーターの設置

1. メーターは水平に取付けること。

2. メーターの取付けにあたっては，流水方向を確認し，逆取付とならないよう施工すること。

3. メーターを屋外に設置する場合は，ボックスの中に入れ，維持管理上外傷から防護すると

ともに，その位置を明らかにしなければならない。

＜解 説＞

1. メーターは逆取付けすると，正規の計量指針を表示しないため，絶対に避けなければならない。

また，傾斜して取付けると，メーター性能，計量精度や耐久性を低下させる原因となるので，水平

に取付けること。

2． 各種工事により未使用メーターが発生した場合は必ず取り外し，水道局に返納（戻入）すること。

3. メーターを屋内に設置する場合は，取替え可能なスペースを確保すること。

4. メーターの設置位置は，技術的の困難な場合以外は原則として屋外，かつ，宅地内の公道寄り

（境界からおおむね 1.0m の宅地内）とすること。

5. 原則として１棟または１箇所（用途別）ごとに調定メーターを設置すること。

6. メーターは原則としてメーターボックス内に設置すること。
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7. メーターはていねいに取り扱うとともに，その取付け時には土砂，汚水等の異物の混入による通

水阻害，水質汚染等を起こさないよう注意すること。

8. メーターは水平に取り付けるとともに，給水栓より低位に設置し，空気が入るおそれのないように

すること。また，逆取付けは，絶対に行わないこと。

9. メーターをピット内及びパイプシャフト内に設置する場合は，原則として各戸（世帯）等の配列に合

わせてメーターを配列すること。（図１６－５参照）

図１６－５ メーターの配列

A Ｂ Ｃ Ｄ

10. φ50 ㎜以上のメーターを地下室等に設置する場合は，壁面とフランジ側面との間隔を 20 ㎝以

上離すこと。

11. 受水槽式給水方式による場合でメーターを受水槽室等に設置する場合は，メーターとボールタ

ップの間隔は，メーター機能に障害を与えないよう考慮すること。

12. 中口径（φ40 ㎜）以上のメーターを取付ける場合は，メーターボックス内のメーター下流側にゲ

ートバルブを取付けることが望ましい。

13. メーターボックスの設置方法

(1) メーターボックスの据付は，泥土が混入しないような措置をし，地盤が軟弱な場所であっても傾

斜及び沈下しないよう手段を講ずること。

(2) メーターボックスの取付高さは，在来地盤と均一となるよう調整すること。

(3) L２型メーターボックスを使用する場合は，以下に示す基準寸法に仕上げ，かつ，地下水の浸

透を防ぐほか，メーターの機種，口径等により，必要に応じてメーターボックスの寸法，蓋の大きさ

を調整すること。

ア φ100mm 以上のメーターを設置する場合に使用するものは，現場打設によるコンクリート製と

する。

イ その他，設置するメーターの種類に関わらず，維持管理上設置する必要があると判断された

場合，または使用者からの要望があった場合
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表１６－２ L2 型メーターボックスの基準寸法

口径 縦 横 高さ 摘要

メーター

口径

φ75㎜以上

1.34 2.11

1.8

2.0

① 蓋は，浸透防止付の鋳鉄製とし，十分

重圧に耐えるものを使用すること。

② 蓋の大きさは，直径60㎝とする。

注) メーターの口径・管種及び配管状況（ボックス内にバブル等を取付ける場合等）により，

ボックスの寸法・蓋の大きさを考慮すること。

14. メーターボックスの使用区分は「要綱・要領・基準編 24. 1 水道メーター取扱い要綱」によること。

15. メーター簡易着脱装置

(1) 電子式翼車型メーター（φ13～25 ㎜）を設置する場合は，メーター簡易着脱装置を使用し，

かつ，メーターボックス内に設置すること。

(2) メーター簡易着脱装置を設置するときは，回転継手を用いて給水管と接続すること。

16. メーターと受信器の接続にあたっては，以下の方法により受信器の作動確認を行うこと。

なお，受信器等が正常に作動しない場合は，担当者に報告しその指示に従うこと。

(1) 受信器と４芯端子を接続する。

(2) ４芯端子を受信器に取付けた後，受信器が正常に作動するか確認する。

(3) 集合住宅等において受信器が複数設置される場合は，メーターの配列に合わせて受信器を

設置すること。

(4) 作動確認後，受信器板を受信器設置箇所にあらかじめ固定し取り付けること。

(5) 受信器はメーター設置位置から原則として最短距離とすること。

(6) ケーブルは以下に示す被覆管を用いて接続し，かつ，サドル等でしっかり固定するとともに，ケ

ーブル接続後，ケーブルがなめらかにスライドするかを確認すること。また，ケーブルの余分なもの

は地上にたるませることなく，メーターボックス内にらせん状に収納すること。

ア ケーブルが 10m 未満の場合：φ16 ㎜の被覆管

イ ケーブルが 10m 以上の場合：φ22 ㎜の被覆管

(7) 受信器とケーブルは誤接続がないように接続すること。また，ケーブルの継足し，切断は行わ

ないこと。

(8) 受信器板には定められた内容を刻印した受信器プレートを取り付けること。

(9) 既存家屋の給排水工事にともない旧式（平成５年度以前施工）の受信器板プレートの表示に

変更がある場合は，新しい（平成 6 年度以降採用）受信器板プレートに取り替えること。

17. 受信器設置方法

(1) 設置方法

ア 受信器は検針に支障がなく，かつ，落雪等による破損のおそれのない位置に設置すること。

イ 受信器の固定は，次によること。

(ア) 受信器は，受信器板または受信器ポールを用いて固定すること。

(イ) 受信器を受信器板により設置する場合は，受信器板を家屋の外壁に直接固定すること。

(ウ) 受信器ポールは，受信器板を設置しない（受信器板を外壁に固定しない）場合に使用する

こと。

ウ 受信器と発信器の接続に際しては，ケーブルがなめらかにスライドするように保護管を用いて
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接続し，受信器の固定に受信器板を使用するときは保護管（露出部分）を固定バンド，カー

ルプラグ等を用いて外壁に固定すること。

18. ケーブル保護管の設置

(1) メーターのケーブル保護管（以下「ケーブル保護管」という。）布設時の使用材料については

施工の容易性により，「合成樹脂製可とう管（PF 管）」を使用するものとする。

ただし，重量物の圧力，または著しい機械的衝撃を受ける場所には布設しないこと。

やむを得ず布設する場合には，適切な防護装置を施すこと。

口径は，メーターのケーブルが 10ｍ以内の場合は立上・地中埋設部分ともにφ16 ㎜とし，

10ｍを超える場合は立上部分φ16 ㎜，地中埋設部分についてはφ22 ㎜以上とする。VE 管

との併用も現場の状況に応じて可能とする。

施工標準図（図１６－６～１１）は次のとおりとする。

図１６－６ ケーブル保護管標準施工図

ゴムキャップ

ケーブル保護管（立上管）合成樹脂製可とう管 PFφ16mm

径違いソケット φ16mm×φ20mm（TS）

アダプター PF⇔VA 管付属品φ16mm

曲管 ケーブル保護管合成樹脂製可とう管 PFφ22mm

スライド管

VAφ30mm×200mm

※ PF 管にゴムキャップを設置する場合は，リーマ加工を十分に行い，角を落とさないと設置できないの

で注意すること。
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図１６－７ ケーブル保護管標準施工図（PF 管のみ使用（ケーブル長 10ｍ以内）

ゴムキャップ

ケーブル保護管 合成樹脂製可とう管 PFφ16mm

スライド管

VAφ30mm×200mm

※ PF管にゴムキャップを設置する場合は，リーマ加工を十分に行い，角を落とさないと設置できないので

注意すること。

図１６－８ ケーブル保護管標準施工図（PF 管のみ使用（ケーブル長 10ｍ以上）

ゴムキャップ

ケーブル保護管（立上管） 合成樹脂製可とう管 PFφ16mm

径違いソケット φ16mm×φ20mm（TS）

アダプター PF⇔VA 管付属品φ22mm

曲管 ケーブル保護管 合成樹脂製可とう管 PFφ22mm

スライド管

VAφ30mm×200mm

※1 PF 管にゴムキャップを設置する場合は，リーマ加工を十分に行い，角を落とさないと設置できないの

で注意すること。

※2 アダプターは本来埋設用の継手ではないため，PF 管との接合部は，テープもしくはパテ・コーキング

剤（油性系でないもの）等により簡易な防水処理を施すこと。
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図１６－９ ケーブル保護管標準施工図（VE・PF 管併用の場合（ケーブル長 10ｍ)

ゴムキャップ

ケーブル保護管（立上管）合成樹脂製可とう管 PFφ16mm

塩ビ製ソケット φ16mm（TS）

アダプター PF⇔VA 管付属品φ16mm

曲管 ケーブル保護管合成樹脂製可とう管 PFφ16mm

スライド管

VAφ30mm×200mm

※1 PF 管にゴムキャップを設置する場合は，リーマ加工を十分に行い，角を落とさないと設置できないの

で注意すること。

※2 アダプターは本来埋設用の継手ではないため，PF 管との接合部は，テープもしくはパテ・コーキング

剤（油性系でないもの）等により簡易な防水処理を施すこと。

図１６－１０ ケーブル保護管標準施工図（VE・PF 管併用の場合（ケーブル長 10ｍ以上）

ゴムキャップ

ケーブル保護管（立上管）合成樹脂製可とう管 PFφ16mm

径違いソケット φ16mm×φ20mm（TS）

アダプター PF⇔VA 管付属品φ22mm

曲管 ケーブル保護管合成樹脂製可とう管 PFφ22mm

スライド管

VAφ30mm×200mm

※1 PF 管にゴムキャップを設置する場合は，リーマ加工を十分に行い，角を落とさないと設置できないの

で注意すること。

※2 アダプターは本来埋設用の継手ではないため，PF 管との接合部は，テープもしくはパテ・コーキング

剤（油性系でないもの）等により簡易な防水処理を施すこと。
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図１６－１１ ケーブル保護管標準施工図（VE・PF 管併用の場合（立上 PF・埋設 VE の場合))

ゴムキャップ

ケーブル保護管（立上管）合成樹脂製可とう管 PFφ16mm

アダプター PF⇔VA 管付属品φ16mm

径違いソケット φ16mm×φ20mm（TS）

ケーブル保護管（立上管）硬質塩化ビニル電線管 VEφ22mm

曲管 ノーマルベンド VEφ22mm

ケーブル保護管 硬質塩化ビニル電線管 VEφ22mm

スライド管

VAφ30mm×200mm

※1 PF 管にゴムキャップを設置する場合は，リーマ加工を十分に行い，角を落とさないと設置できないの

で注意すること。

※2 アダプターは本来埋設用の継手ではないため，PF 管との接合部は，テープもしくはパテ・コーキング

剤（油性系でないもの）等により簡易な防水処理を施すこと。

16. 4 止水用具の設置

1. 止水用具の設置にあたっては，機能点検を実施すること。

2. 据付は，前後の配管に注意し，垂直または水平とすること。

3. 止水用具の基礎は，沈下，傾斜等の起こらないように堅固に施工すること。

4. 道路内に止水栓及び仕切弁を設置する場合は，車両等の荷重が直接影響しない位置とすること。

16. 5 水抜用具の設置

1. 水抜栓の排水口は，凍結深度以下とすること。

2. 水抜栓の設置は，操作及び維持管理に支障とならない場所とすること。

3. 水抜栓は垂直に位置し，床面貫通部にはシーリングプレートを使用すること。

4. 水抜栓の排水口付近は，切込砂利等に置換し，排水を容易にすること。

＜解 説＞

1. 水抜栓の施工方法は，図１６－１２・１３を参照のこと。

2. 水抜栓が１箇所に集中し，系統の判別が難しい場合には適当な方法により明示すること。

3. 水抜栓の設置にあたっては，修理及び維持管理により水抜栓ロットを引抜くため，上部スペース
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を確保すること。

4. 水抜栓の設置にあたっては，以下の事項に留意すること。

(1) 水抜栓の立ち上り管及び外とう管には防食テープを施すこと。ただし，立ち上り管及び外 とう

管にステンレス製のものを使用する場合は，防食テープを省略することができる。

(2) 水抜栓の長さは 1.0ｍ，1.2ｍ，1.8ｍ，2.0ｍの４種類を標準とし，取付場所に応じて切り詰

め，継ぎ足しを行うこと。

(3) 水抜栓の排水弁には排水を容易にするため，切込砂利（砕石，４０㎜級）に置き換えて埋め

戻すこと。

(4) 水抜栓は敷きブロック（0.3m×0.3m×0.06m）上に設置すること。

(5) 水抜栓の排水弁には，防護キャップを取り付けること。

(6) 散水栓等のように屋外に設置するもの，または車庫内等で地下に水抜栓と給水栓を設置す

る場合は，散水栓ボックスを設けこの中に設置すること。

(7) 水抜栓を地下室等の側面より立ち上げる場合は，排水弁金具を利用して鋼管等で地下室

の外部に排水すること。

(8) 散水栓ボックスを使用する場合は，ボックス内に砂利等を入れ，水が滞留しないようにするこ

と。

(9) 床下には解氷パイプを凍結深度(200 ㎜以上）以下まで入れること。（φ13～φ25m のみ）

(10) 水抜栓及び給水管をコンクリート床から立ち上げる場合，解氷パイプは床面より上までとす

る。

(11) 水抜栓を継ぎ足しする場合は，専用の継ぎ足し用外とう管とソケットを使用すること。

(12) 水抜栓のレバーを床下に設置する場合は，水抜栓床下収納ボックスを使用することができ

る。

(13) 水洗工事等で既存の便槽内に水抜栓を設置する場合は，必ず便槽内の底部を破壊し浸透

性をよくしたうえで施工すること。

(14) 水抜栓及び立ち上り管は，操作と修理の場合を考慮して壁の内面から 10 ㎝以上の間隔をあ

けて取付けること。
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図１６－１２ 水抜栓設置標準図（φ13～25 ㎜）

水抜栓

ユニオン(青銅製メッキ)
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図１６－１３ 水抜栓設置標準図（φ40・50 ㎜）

水道用樹脂コーティング管継手

水抜栓 ユニオン

オスメスソケット
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ステンレスユニット管
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排水弁
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16. 6 消火栓（屋外）の設置

1. 水道工事標準仕様書及び水道工事施工要領に準ずる。

16. 7 水道水による融雪槽（温水式）の設置

水道水による融雪槽を設置する場合は，以下によるほか，あらかじめ下水道使用量の減量認

定の協議をすること。

1. 貯湯式給湯器を使用する場合

(1) 減圧逆止弁及び吸気弁を取り付けること。

(2) 新たに耐熱用メーター（貸与対象外）を設置すること。（減量認定用）

(3) ミキシングバルブ，耐熱用メーター，電動弁等は構造，材質基準に適合したものを使用するこ

と。

2. 瞬間湯沸器を使用する場合

(1) 吸気弁を取り付けること。

(2) 新たに耐熱用メーター（貸与対象外）を設置すること。（減量認定用）

(3) ミキシングバルブ，耐熱用メーター，電動弁等は構造，材質基準に適合したものを使用するこ

と。

図１６－１４ 水道水による融雪槽（温水式）の設置

メーター

排水 排水

G.L

タイマーボックス

電動弁(タイマーコントロール)

ミキシングバルブ

減圧逆止弁

給湯器
(貯湯式)

融雪槽

Ｐ 排水ポンプ

融雪槽

Ｐ

G.L

排水ポンプ

ミキシングバルブ

瞬間湯沸器

電動弁(タイマーコントロール)

タイマーボックス

メーター
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16. 8 その他の給水用具及び給水装置の設置

1. 散水栓の設置は図１６－１５により施工すること。特にボックス下部には砂利等を敷均し，

ボックス内に水が滞留しないようにすること。

2. 流入量調整用バルブには，誤操作防止のうえから調整内容等を明示し表示すること。

＜解 説＞

1. 散水栓の設置にあたっては，地下水位の状況及び土質の浸透性を考慮し，設置方法を決定す

ること。

図１６－１５ 散水栓及びボックス設置標準図

540×300

立上り管上部継手

（例 ＨＳｼﾞｮｲﾝﾄ）

水抜栓 立上り管

(例ＳＵＳ等)

水道用ポリエチレン管 排水口

砂利φ40㎜級

排水弁保護キャップ

水抜栓台座（丸板）300×300×50

300

散水栓ボックス（BF型）

樹脂製
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16. 9 取出し工事

給水装置の取出し工事を行う場合は，以下によること。

1. 取出し口径及び取り出し箇所は，建築家屋並びにその予定位置を考慮したものとすること。

2. 取出し工事で施工した給水装置は，給水を開始するまでの間止水すること。

3. 取出しする給水管がポリエチレン管φ25㎜以下の場合は，止水栓を省略する。

4. 表示ピン，表示杭を設置すること。（「施工編 19. 1 給水装置の表示方法」参照）

図１６－１６ 取出し工事施工図

宅地造成等で取出しをする例で，建築線まで

宅地 1.5m以上の場合は，その口径及び位置について

は，申込者と確認する。

宅地 配水管が歩道等に布設され，建築線まで

1.5m未満の場合

一般的に個人単独で引き込みする場合で，

その位置及び口径は申込者と十分確認する。

歩道

隣地境界

1.5ｍ以上

1.5ｍ未満

隣地境界
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17. 接合工事

17. 1 接合工事

【構造・材質基準に係る事項】

給水装置の接合箇所は，水圧に対する十分な耐力を確保するために，その構造及び

材質に応じた適切な接合を行うこと。（基準省令第 1 条第 2 項）

1. 給水管及び給水用具の切断・加工・接合等に用いる機械器具は，その用途に適したも

のを使用すること。（施行規則第36条第5項）

2. 配水管の取付口からメーターまでの給水装置の接合は，適切に作業を行うことができ

る技能を有する者が自ら行うか，または技能を有する者の実地監督のもとに行うこと。

（施行規則第36条第2項）

3. 接合は，継手の性能を十分に発揮させるよう適正な施工管理を行うこと。

4. 接合に用いるシール材，接着剤は，水道用途に適したものを使用すること。

＜解 説＞

接合は，給水装置工事の施工の良否を左右する極めて重要なものであり，管種，使用継手，施

工環境及び施工技術等を勘案し，最も適当と考えられる接合方法及び工具を選択しなければなら

ない。

接合方法は，使用する管種ごとに種々あるが，主なものは次のとおりである。

1. ポリエチレン管の接合（冷間接合）

(1) 管は，金切鋸・カッター等で管軸に対し直角に切断すること。また切り口をナイフ，ヤスリ等で

仕上げること。

(2) 管にナット，P リングを通し，管先端にコアを木槌等で完全に打ち込むこと。

(3) P リング，ナットを管先端に寄せ，管を本体奥まで差し込み，ナットを完全に締め付けること。

図１７－１ 冷間継手 B 形

袋ナット

ポリエチレン管 継手本体(胴)

リング インコア

コアの挿入及びナットの締め付けが不完全な場合は，抜け，漏水等の原因となるので十分

注意すること。



- 31 -

また，管の切り口が管軸に直角でない場合は，コアの挿入が不完全になるので管の切断，

仕上げは入念に行うこと。

(4) 管の保管には，付属している保護キャップを取り付ける。なお，後日使用する際には，内面が

劣化していると判断される部分を切り落として使用すること。

2. 塩ビライニング鋼管・ポリ粉体ライニング鋼管の接合（ねじ接合）

(1) 管の切断は，自動金のこ盤（帯のこ盤，弦のこ盤），ねじ切り機に搭載された自動丸のこ機等

を使用して，管軸に対して直角に行うこと。管に悪影響を及ぼすパイプカッターやチップソーカッ

ター，ガス切断機，高速砥石は使用しないこと。

(2) ねじ切りは，自動ねじ切り機（切り上げ装置付）等を使用し，継手のねじに接合するよう慎重

に行うこと。この場合は，ねじ切り油が管内に入らぬように注意すること。

なお，ねじ切りにあたっては，管が振れないよう固定金具・パイプ受けを使用すること。

(3) ねじの規格としては，ＪＩＳ B 0203「管用テーパねじ」が定められている。また，ねじ切り油の規

格は，JWWA K 137「水道用ねじ油剤」が定められている。

(4) 管の切断，ねじ加工等によって生じたかえり，まくれはヤスリ等で取り除くこと。

(5) ねじ切り加工が終了したら，仕上がり状態を目視及び手触り（多角・山欠け等）により確認し，

さらに，テーパねじリングゲージでねじ径の確認を行うこと。

(6) 塩ビライニング鋼管の場合は，面取り工具（スクレーパー等）を使用してライニング肉厚の

1/2～2/3 程度面取りすること。

(7) 管内面及びねじ部に付着した切削油，切削粉等はウエスなどできれいに拭き取ること。

(8) ねじ接合に際しては，錆の発生を防止するため，防食シール剤をねじ部及び管端面に塗布

する等，管切断面及び接続部の防食処理を行うこと。

(9) 継手には，管端防食継手，樹脂コーティング管継手，外面樹脂被膜継手等がある。

(10) シール剤は，ねじ部（全ねじ山及び管端）にむらなくていねいに塗布すること。

なお，シール剤の規格としては，次のものが定められている。

ア 液状シール剤

JWWA K 146「水道液状シール剤」

JWWA K 142「水道用耐熱性液状シール剤」

イ シールテープ

ＪＩＳ K 6885「シール用ふっ化エチレン樹脂未焼成テープ」

(11) 接合に液状シール剤を用いる場合は，次の点に留意すること。

ア 低温時は，シール剤を常温状態に保ち，塗布すること。

イ 接合にあたっては，シール剤の溶剤が蒸発するよう数分間おくこと。

ウ 通水は，常温で充分乾燥させた後に行うこと。

(12) 接合は，管口径に適したパイプレンチを使用して，適正なトルクで締め付けを行うこと。

なお，締め付け後のねじ戻しは，漏水の原因になるので絶対に行わないこと。

(13) 外面被覆鋼管及び同継手の締め付けには，専用のパイプレンチ及びバイスを使用すること。

万一，管や継手の外面を損傷したときは，必ず防食テープまたは防食塗料等で防食処理を施

すこと。
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3. 塩ビ管の接合（TS 継手による接合）

(1) 切断箇所は，正しく寸法を出し鉛筆等で，ケガキ線を直角に入れ，目の細かい鋸でケガキに

沿って，はすかいにならないよう切断すること。また，切断面は面取りを行うこと。

(2) 接着効果を完全にするため，継手受口内面及びさし口外面を乾いたウエスできれいに拭き

取ること。油等取れにくい付着物の除去は，付着箇所に接着剤を塗布し，その直後乾いたウエ

スで接着剤と一緒に付着物をとりさること。

(3) あらかじめ管を継手に差し込んでみること。入る長さ（ゼロポイント長さ）は継手受口長さの

１／３～２／３になるのが標準である。

(4) 管のさし込み標線を記入すること。さし込み長さは，呼び径 13～40 ㎜にあっては，管端より継

手受口長さ（ℓ）と同じとし，呼び径 50～150 ㎜にあっては，ゼロポイン ト長さに下表の接着代長

さを加えた長さとする。なお，さし込み過ぎは継手に過剰な応力を発生させ，割れの原因となる

ので行ってはならない。

図１７－２ 接着代長さ（塩ビ管）

呼び径 接着代長さ

(mm) (mm)

50 20

75 25

100 30

150 45

標線

ゼロポイント
長さ

ゼロポイント

さし込み長さ

TS継手

受口長さ（ ）

ストッパー

管

(5) 接着剤の塗布は，接合する内外面に，全周均一にハケ等で薄く塗ること。この場合接合部以

外に接着剤を付着させないこと。

なお，接着剤は，多量に塗ると接着効果が表れるまでに時間がかかり，薬品臭の原因になる

場合もあるので必要最小限の量を塗布すること。

(6) 接着剤は，速乾性を用いること。接着剤の規格としては，JWWA S 101「水道用硬質塩化ビ

ニル管の接着剤」，「耐熱性硬質塩化ビニル管用接着剤」が定められている。

表１７－１ （低粘度，高粘度のどちらでもよい）

種 類 低粘度速乾性 高粘度速乾性

表

記

記 号 A B

容器の主な部分の色 青 赤

なお，接着剤はふたをあけたとき，溶剤特有の刺激臭のないもの，どろどろに粘りすぎのもの

は接着効果がないので使用しないこと。

(7) 接着剤を塗り終わったら，直ちに，標線まで一気にひねらず差し込み，そのまま呼び径 50 ㎜

以下にあっては 30 秒，呼び径 75 ㎜以上にあっては 1 分以上押さえていること。

この場合，ひねりながらのさし込みは，さし込みすぎ，あるいはさし込み不足の原因となるの

で，行ってはならない。大口径のさし込みは，挿入機またはテコ棒を利用して 2 人で行う。

テコ棒を利用する場合は，まず 1人で入るだけさし込んでから速やかに他の 1人が管端からテ

コ棒で一気に標線までさし込み，そのまま１分以上押さえつけること。

(8) 接合後，はみ出した接着剤を直ちに拭き取り，接合部に無理な力を加えないこと。
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(9) 接合後の通水は，呼び径 50 ㎜以下は 10 分以上，呼び径 75 ㎜以上は 30 分以上経過して

から行うこと。

(10) 接着剤は，乾燥して溶剤が分子となって飛散する。この溶剤分子は，冷気によって凝固し，

管内壁に付着するとクラック（ひび割れ）発生の心配がある。したがって，管内壁に溶剤分子が

凝固付着するのを防ぐために，次の事項に留意すること。

ア 接着後空管で 1 晩放置しないこと。必ず通水してノリの溶剤分子を吹き飛ばしておくこと。

イ 冬期間溶剤分子は，凝固しやすいので夜間等の接合はさけること。

ウ 接着後通水ができない場合は，溶解分子を飛散させること。

4. 銅管の接合（軟ろう接合）

(1) 管にパイプカッターをセットし，パイプカッターのノブ（握り）を締めながら切断すること。

また，金切鋸を使用する場合は，管軸に対し直角になるよう切断すること。

(2) 切断によって生じた管端のまくれは専用のリーマまたはバリ取り工具によって除去すること。ま

た，金切鋸を使用した場合は，中目または細目ヤスリでていねいにすりおろすこと。

(3) 切り口が変形したものは，必ずサイジングツール等の管端修正工具を使用して正円に

整形すること。

(4) 管及び継手の接合部分は，サンドペーパー（120 番程度）またはナイロンタワシで平均に研磨

し，粉末が残らないよう十分に拭き取ること。

(5) フラックス（ろう付促進溶剤）を，管端から 3～5 ㎜離して管の全周に適量塗布し，管の継手の

止めに当たるまで十分さし込むこと。なお，フラックスの量が多すぎると接合不良，腐食の原因と

なることがあるので塗布量には注意すること。（下図参照）

図１７－３ フラックス塗布の範囲

鋼管ソケット

※フラックスを塗布しない長さ

10A～15A 約3㎜

20A～32A 約5㎜

鋼管

塗布部分

3～5㎜ 塗布しない長さ

フラックスを塗布しない部分も拡散により十分カバーできる。また，管を継手にさし込んだ後 1

～2 回転させるとフラックスが継手側に均一になじむ。

なお，フラックスは軟ろうの成分に適した水溶性のものを使用すること。

（ＪＩＳ Z 3197 はんだ付用樹脂系フラックス試験に適合するもの）

(6) 接合部をプロパンエアートーチまたは電気ろう付け器で満べんなく加熱し，約 270～320℃に

なったとき（フラックスが沸きだし，炎の先の色が薄黄緑色に変わったとき）に軟ろうをさし込むこ

と。

(7) 軟ろうは盛り上げしないこと。また，管内への流入を防ぐため多量に使用しないこと。なお，軟

ろうの規格としては，ＪＩＳ Z 3282 が定められている。

(8) 接合完了後は，濡れたウエス等でよく拭いて外部に付着しているフラックスを除去すると同時

に接合部を冷却させること。
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18. 給水装置の防護・防寒

18. 1 防護

1. 分岐部は，防食（ポリエチレンシート，防食コア等）及び沈下防止等の防護を施すこと。

2. 開きょ等水路を横断する場合は，原則として水路の下に布設すること。また，軌道下を

横断する場合は必要に応じてヒューム管等さや管で防護すること。

3. 水圧等により管が逸脱するおそれがある場合は，必ず逸脱防止を施すものとし，必要に

応じてコンクリート等で防護すること。

＜解 説＞

1. 上記の各工法は，メーター上流側の工事において，施行規程第 5条の第 2項（メーター上流側

の工事に関する工法，工期その他の工事上の条件の指定）を適用する。

2. サドル分水栓及び割Ｔ字等は，ポリエチレンスリーブで被覆し腐食防止を図ること。

3. 割Ｔ字管取付部は，不同沈下防止のため，「標準図編 22. 3」に示す防護工を施すこと。

4. 開きょ等水路を横断する場合は，原則として水路の下に布設すること。やむを得ず水路の上に

布設する場合には，高水位以上の高さに布設し，かつさや管，保温材等による防護を施すこと。

（河川構造令施行規程に基づく）

図１８－１ 開きょの等の横断

さや管及び保温材

HWL

給水管

水路

6. 軌道下を横断する場合は，車両による荷重，衝撃が直接作用しないようにヒューム管等さや管

で防護し，さらに電食等による影響が起こらないよう十分防護を施すこと。
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18. 2 防寒

1. 屋外埋設管の防寒対策

(1) 既設配水管が凍結深度内にある分岐箇所の分水栓及び給水管に断熱材や保温材

で防寒工法を施す。

(2) 路盤改良工事により砕石等に置き換えられた箇所及び路面の表層がカットされ埋設

深度が浅くなる場合は，給水管を凍結深度以下に布設替えする。

(3) 給水管が他の埋設物などにより，凍結深度以下に埋設できない箇所は断熱材で防

寒工法を施す。

(4) 擁壁，開きょ，法面等で凍結深度以下に配管できずかつ積雪による保温が期待でき

ない場合は給水管に筒状の保温筒を施し，さらに板状の防寒材で二重の防寒工法を 施

す。

(5) 冬期間の工事においては，給水管の埋戻し土に雪及び凍結土を混入させない。

2. 屋内配管の防寒対策

(1) 水抜操作を行い配管の水抜きを行う。

(2) 水抜き栓以降の立ち上がり管は筒状の保温材で防寒する。また，加温式凍結防止

テープを配管に設置し凍結を防止する。

＜解 説＞

1. 分水箇所の防寒

図１８－２ 配水管の分岐部（分水栓・給水管）の防寒工法

平面図
土木用断熱材 t=40㎜ 材質ポリスチレン系押出発泡板

断面図

凍結深度内

砂

凍結深度以下

400

砂

900

G.L

300

900

2. 給水管の防寒
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図１８－３ 給水管の防寒工法

給水管 保温筒 t=50

表示テープ1m／箇所×5箇所

土木用断熱材 t=40 材質ポリスチレン系押出発泡板

土砂

給水管

断熱材と保温筒による二重の防寒工法

保温筒t=50

3. 水抜き栓の立ち上がり管の防寒

図１８－４ 水抜き栓の防寒工法

立ち上がり管
水抜栓

解氷パイプ

保温筒

G.L

F.L

床下
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19. その他

19. 1 給水装置の表示方法

1. 道路に布設する給水管には，全て埋設用表示（明示）シートを敷設すること。

また，φ75㎜以上の給水管には水道用管表示（明示）シートを貼り付けること。

2. 道路に布設するφ50㎜以下の給水管には，埋設用表示（明示）シートを敷設すること。

3. 水道を使用する家屋には水道使用標識（水道設備番号プレート）を貼り付けること。

4. 開発行為等，道路（公道）に給水管を布設する場合は，布設位置が不明とならないため

に給水ラインを明示するため表示ピン，または，表示杭を設置すること。

5. 管路(分岐部)及び止水用具は，オフセットを測定し，位置を明らかにすること。

6. 制水弁のφ75㎜以上は識別板を設置すること。（「設計編 7. 8. 1 止水用具 図７－

１２」参照）

＜解 説＞

1. 水道用管表示（明示）テープは，下記により貼り付けること。

(1) 表示テープは，塩化ビニール（地色－青，文字－白）使用により，胴巻きと天端への貼り付に

より行うこと。

ア 水道用埋設用表示テープの間隔（一回半巻き）

管長４．０ｍ以下 ３箇所／本（管の両端から 15～20 ㎝並びに中間１箇所）

管長５．０ｍ以下 ４箇所／本（管の両端から 15～20 ㎝並びに中間 2 箇所）

他，特殊管の場合は間隔が２ｍ以上とならないようにすること。

イ 天端による標示

管径 350 ㎜以下は１条，管径 400 ㎜以上 900 ㎜までは２条，管径 1000 ㎜以上は３条貼りとする

(2) 貼り付け箇所は，管端の縦断方向とし要所を固着すること。

2. 水道用埋設用表示（明示）シートは，他工事の掘削による折損事故を未然に防止するため

敷設するものであり，給水管の管上 30 ㎝の位置に敷設すること。なお，宅地内で別に仕様がある

場合（官公庁等の発注工事）は，その仕様によることができる。

水道用管の埋設位置を表示する水道用埋設用表示シートについて

図１９－１ 埋設用表示シート

旭川市水道局 旭川市水道局 旭川市水

旭川市水道局 旭川市水道局 旭川市水
道局

水 道 管 注 意 水 道 管 注
意 水 道 管あ り 注意 立会 を 求め て 下さ い

水 道 管あ り 注意 立会 を 求め て 下さ い

水 道 管 注 意 水 道 管 注
意
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材質 ポリエチレン

地色 青

文字 白

管の上部より30㎝の位置に

連続してシートを敷設する。

水道管

表示シート

30㎝

3. 開発行為等，道路（公道）で使用する表示ピン，及び表示杭の設置位置については，次のとお

りとする。

(1) 表示ピンは，歩道（舗装）がある場合使用する。設置位置は宅地内公道より給水管ライン上

に打ち込む。

(2) 表示杭は，表示ピンの設置できない場合に使用する。設置位置は宅地内公道よりの給水管

ラインに打ち込む。ただし，給水管ライン上に打ち込むことができない場合は表示杭頭部にオフ

セットを刻印すること。

図１９－２ 表示ピン及び杭

道路境界線

舗装のない道路

表示ピン

表示杭

舗装道

断面図

平面図
※給水管上設置でき

ない方向及び寸法
を表示する
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図１９－３ 表示ピン，表示杭規格

表示ピン 表示杭

21

25

70

6R

6.5

49.5

14

45

45

600

175

345

80

水
道
管
注
意

水
道
管
注
意

4. 水道使用標識(水道設備番号 施行規程様式第 10 号）は，所有者と協議のうえ見やすい位

置に貼り付けること。

(1) 表示方法

ア 水道設備番号は刻印で行うこと。

(2) 取付箇所

ア 共同住宅等で複数の水道設備番号が設定され，各建物（部屋）の玄関が戸別に確保され

ている場合は，玄関の見やすい位置にプレートを取り付けること。なお，この場合建物の左側

から，かつ１階から２階へと番号順に取り付けること。

イ 共同住宅等で複数の水道設備番号が設定され，メーターが大型ボックス内にまとめて設置さ

れる場合は，各メーターにプレートを取り付けること。

ウ ２世帯住宅等において共同玄関となる場合は，玄関へのプレート設置は省略することができ

る。

エ 戸建専用住宅において水道設備番号が１つのみ設定されている給水装置工事は，受信板

に水道設備番号を表示するため，玄関への水道設備番号プレートの取付は省略する。

図１９－４ 水道設備番号プレート（縦×横：31×71）

水道設備番号
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図１９－５ 水道設備番号プレート設置例

プレート

5. オフセット測定は，分水栓，止水栓，水道メータ及び受信器のオフセットは設置後，次のとおり

正確に測定し，受信器板プレートに刻印及びしゅん功図に明示すること。（「設計編 11. 図面の

作成」及び図１９－８・９参照）

(1) 分水オフセット

ア 交差点の道路境界線より測定し，しゅん功図に明示すること。

(2) 元止水栓オフセット

ア 受信器板プレートの中心を基点に測定すること。

イ 集合住宅等で１つの建物にメーターボックスが 2 個以上設置されて場合は，受信器板プレー

ト全てからの測定は不要とし，元止水栓に最も近い受信器板から測定すること。なお，メーター

ボックス１個の場合も同様とする。（図面の表示及び現地刻印も同様とする。）

ウ 受信器板プレートからの距離が長くなる場合，または複雑な位置に設置される場合など，受

信器板プレートからのほか，付近家屋の角１点より測定し図面を明示すること。

(3) メーターオフセット

ア 受信器板プレートの中心を基点に測定すること。

イ 集合住宅等で１つの建物にメーターボックスが２個以上設置される場合は，受信器板プレー

ト全てから測定すること。なお，メーターボックス１個の場合は，受信器板プレート全ての測定は

不要とし，メーターボックスに最も近い受信器板プレート１箇所から測定すること。（図面の表示

及び現地刻印も同様とする。）

(4) 受信器位置

家屋の角１点より測定し図面に明示すること。

(5) 分水栓及び元止水栓オフセットは，上記のほか必要に応じて付近電柱または用地境界線杭

等の３点オフセット測定とすること。（オフセット表示記号による。）

6. 受信器板プレート設置方法

(1) 受信板プレート（施行規程様式第 10 号）
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ア 受信器板プレート取付箇所

受信器板プレートは，設置する全ての受信器ごとに所定の位置に取り付けること。

イ 受信器板プレートの表示方法

図１９－６ 受信器板プレート（縦×横：４８×１１８）

旭川市水道局 設備番号 F(1) (2)

(3)下 水 道 (元)止水栓 ﾒｰﾀｰﾎﾞｯｸｽ(4)

(6)

(7)

(8)

(9)

水洗

排水

併用

前方

後方 後方

前方○

○

○
● ● ●

(ア) 受信板プレートへの印字は全て刻印で行うこと。

(イ) 水道設備番号

① (1)に水道設備番号を表示する。

② 一棟で二戸以上（共同住宅）の住宅で複数階で水道設備番号が複数設定されている場

合は，(2)に１，２階の表示をする。

(ウ) オフセット

① 各オフセットの表示方法はメーター受信器板の中心を基点とし，メーターボックス及び止

水栓の中心までの距離（前後，左右）とする。なお，集合住宅等において大型メーターボ

ックス内に複数のメーターが設置される場合は，各種オフセットを１つのプレートで代表さ

せることができる。

② オフセットの寸法単位は，メートルで小数第３位までとする。(例 1.52）

③ 元止水栓がある場合または止水栓が単独取付の場合（止水栓がメーターと一体化の場

合は表示不要），(3)にオフセット表示する。

④ (4)にメーターボックスのオフセットを表示する。

(エ) 下水道

① 水道水による水洗トイレ及び雑排水を下水道に接続した場合は，(6)に０で表示する。

② 水道水による雑排水のみを下水道に接続した場合は，(7)に０で表示する。

③ 水道水と地下水の併用により下水道を使用している場合は，(8)に０で表示する。なお，地

下水のみで下水道に接続する場合は下水道の証票を玄関の見やすい位置に貼り付ける。

図１９－７ 下水道の証票

若草色

下 水 道
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① 水道水による雑排水の接続から新たに水洗トイレに接続する場合は，（7）に表示済みの０

にして(6)に０を表示する。

② 水道水と地下水併用により水洗トイレ及び雑排水を下水道に接続する場合は，(6)(8)を０

にする

③ 水道水と地下水併用により雑排水のみを下水道に接続する場合は(7)(8)に０を表示する。

④ 水道水と地下水併用により雑排水のみ接続さえているものから，新たに水洗トイレも接続

する場合は(7)に表示済みの０を(6)に０を表示する。

⑤ 水道水により雑排水のみが下水道に接続されているものから，水道水と地下水と併用とな

り，かつ，新たに水洗トイレも接続する場合は(7)に表示済みの０を０にして(6)(8)に０を表

示する。

⑥ 排水設備が下水道に接続されていない場合は，(6)(7)(8)に表示の必要はない。

(オ) 指定店及び施工月日

公道部分の工事を行った場合は○○○に指定店名を表示し，●●●に施工月日を表

示する。この表示は，公道部分の工事がともわなかった場合であっても受信器板プレート

を取り替える場合には，あらかじめ表示された指定店及び施工月日を再表示すること。

（例：平成１９年４月施工の場合は「H１９．４」と刻印する。）

(カ) メーターボックスの材質表示

メーターボックスが樹脂製の場合のみ，(9)に９を表示する。
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図１９－８ 受信器板プレート表示例（戸建住宅）

元止水栓 止水栓 量水器 受信器

2.95

1.3

Ａ 0.16

Ａ

1.7

1
.7

5
.0

Ｄ
ＩＰ

φ
７
５

S=1/100

旭川市水道局 設備番号 F

下 水 道 (元)止水栓 ﾒｰﾀｰﾎﾞｯｸｽ
水洗

排水

併用

前方

後方 後方

前方○

○

○
● ● ●

５０６４

2.95

1.3

標

示

記
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図１９－９ 受信器板プレート表示例（集合住宅）

元止水栓 止水栓 量水器 受信器

2.25

1.0

Ａ0.20

Ｄ
ＩＰ

φ
７
５

S=1/200

旭川市水道局 設備番号 F

下 水 道 (元)止水栓 ﾒｰﾀｰﾎﾞｯｸｽ

水洗

排水

併用

前方

後方 後方

前方○

○

○
● ● ●

０7４４

2.25

1.00

標

示

記

設備番号 止水栓 量水器

設備番号 止水栓 量水器

設備番号 止水栓 量水器

設備番号 止水栓 量水器

設備番号 止水栓 量水器

設備番号 止水栓 量水器

設備番号 止水栓 量水器

設備番号 止水栓 量水器

0744 2Ｆ ①

0739 1Ｆ ②

0740 1Ｆ ③

0745 2Ｆ ④

0741 1Ｆ ⑤

0746 2Ｆ ⑥

0747 2Ｆ ⑦

0742 1Ｆ ⑧

受信器

Ａ0.20

受信器

Ａ0.40

受信器

Ａ0.61

受信器

Ａ0.81

受信器

Ａ1.00

受信器

Ａ1.20

受信器

Ａ1.40

受信器

Ａ1.62

4.27
+1.55

4.27

+2.35

2.25
+1.00

2.25
+1.20

2.25
+1.40

2.25
+1.60

0.35

+1.80

0.35
+2.00

0.35
+2.20

0.35
+2.40

4.27

1.55

接続状況（給水装置） ﾄﾗｯﾌﾟ以降及び排便管接続箇所

No 口径 階 給水方式 給水箇所 No 口径 階 使用用途

２

4.27

1.55

①
②

③
④
⑤
⑥
⑦
⑧

1.1

1.7
1.
1

A
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19. 2 給排水設備工事写真撮影

1. 一般事項

(1) 工事写真は，工事の各施工段階における施工状況の記録であり，完成後に明視できない箇

所の出来高確認資料となるものであると同時に工事の検査の際，あるいは工事完了後に問題

が生じた時などの場合には重要な証拠となるものである。

(２） しゅん功後の提出書類に疑義が見受けられた場合は資料等の提出や現地検査により再度

確認することがあるため，撮り直しがきかない箇所については十分な注意が必要である。

2. 工事写真の要件

(１） 工事写真はその種類を問わず各々の目的に合致したものでなければならない。したがって，

「何を（what）」「いつ（when）」「どこで（where）」「だれが（who）」「どんな方法で（how）」の５要素を

常に念頭において撮影しなければならない。

(２） 工事写真は，５要素の他「なぜ（why）」の要素を含めて小黒板にタイトルを明示し撮影しなけ

ればならない。

3. 撮影器具

撮影に際し，カメラ，三脚，小黒板，箱尺，テープ，ポールその他必要な器具を揃え，撮影に支障のな

いようにしなければならない。なお，小黒板の規格・記入方法等については，次のとおり。

図１９－１０ 黒板の規格（単位：ｍ）

（横型） （縦型）

工 事 名 工 事 名

位 置 略図 位 置

管種口径 工 種

工 種 撮影月日 略図

撮影月日

0.60

工 事 指 定 店 名

工 事 指 定 店 名

0.45

0
.4
5

0
.6
0

表１９－１ 記載要領

工 事 名 申請者名（使用者名）・住所等の記入

位 置 場所・測点等の記入

管種口径 管種・口径等記入

工 種 工事の種類を記入

撮影月日 撮影月日記入

略 図 受付番号・水道設備番号・説明事項を必要に応じて記入

4. 編集方法

市販の工事写真帳を使用。
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5. 提出部数

提出部数は１部とするが，道路占用許可書にともなう完了届及びその他，関係機関から提出を

求められた場合は，その部数とする。

6. 撮影箇所

(1) 給水装置工事

ア 分岐状況（配水本管埋設深度，防寒工法の有無，給水管埋設深度，ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｽﾘｰﾌﾞ設置状況）

イ 水圧試験（割 T 字管は逆水圧テスト必要）

ウ 公道部埋設シート設置状況（設置深含）

エ 撤去工事（撤去前，撤去後）

オ 他，工事記録として必要な箇所の撮影

(２） 排水設備工事

ア 着工前，工事完了（掘削部全景）

イ 主管と排便管の接続部

ウ 便器等の設置状況（給水装置工事と兼ねることが出来る）

エ 掃除口の設置状況と深度確認（埋設深度が最も浅い箇所）

オ 通気管設置状況（設置の場合）

カ トラップの設置状況（１箇所）

キ その他特殊な工事

ク 他，工事記録として必要な箇所

(３） 道路占用許可書にともなう完了届

ア 国・道道

(ア) 工事箇所全景

工事着手前，工事しゅん功時が確認できること。

(イ) 保安設備

工事標識，安全施設等の設置状況が確認できること（占用許可番号，工事期間の表示）。

(ウ) 布設・撤去

布設（分岐状況，布設状況，埋設深度）・撤去（撤去前，撤去後）が確認できること。

(エ) 埋戻し

転圧状況（30 ㎝ 毎の層上施工）が確認できること。

(オ) 路盤

層毎の路盤材転圧後の厚さ，敷き均し，転圧状況（20 ㎝毎の層上施工）が確認できること。

(カ) 舗装

舗装種別毎の舗装厚，転圧状況が確認できること（舗装仮復旧状況含）。

イ 市道

(ア) 工事箇所全景

工事着手前，工事しゅん功時が確認できること。

(イ) 埋戻し

凍上抑制層及び下層路盤工の着手前と転圧完了が確認できること。

(ウ) 舗装種別毎の舗装厚，転圧状況が確認できること（舗装仮復旧状況含）。
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19. 3 修繕工事の適用範囲

指定店が行う私人間契約による修繕工事の適用範囲は次のとおりとする。

ただし，法第１６条の２第３項のただし書きにより厚労省令で定める給水装置の軽微な変

更及び受水タンク以降の設備は除くものとする。

1. 給水装置の老朽化・劣化等による漏水及びメーターボックス等の破損部分を原型に修

繕する工事でメーター以降の給水管及び給水用具の取替工事。

2. 水抜栓以降の配管の凍結解氷工事及び凍結による配管の破損による配管の修繕工事。

3. 屋内配管の取替え工事（原形と変わる場合は改造工事で行う）

4. 水抜栓取替工事

5. 起因者による給水管折損等の修繕工事

6. 官公署等公共施設の宅地内給水装置の修繕工事はメーターの上・下に関係なく私人間

契約で行う。

1. 施工

施工は，「指針」に基づき，適切な工法により行う。特に，次のことについて留意すること。

(1) 指定店は，修繕工事申込者に対し施工前に修繕内容・工事代金・修繕時間等について十

分な説明を行い，合意を得た後に施工すること。

(2) 建物内に入り修理する場合は，使用者等の立会いを得てから行うこと。（特にアパート等の１・

２階）

(3) 止水のため埋設給水管に圧着機を使用した場合は，その箇所に補強用継手（ＭＣユニオ

ン）を取付け保護すること。

(4) 私道（私有地）等を掘削または使用する場合は，事前に土地所有者の承諾を得ること。

(5) 電気解氷器を使用して解氷作業を行う場合は，「安全・維持管理編 21. 2 給水装置の

解氷作業」の注意事項を厳守すること。

2. 修繕工事に関わる水道局への連絡事項

(1) 分水栓・割Ｔ字管の腐食等による漏水修繕（公道）・・・・・・・・・・・・・水道施設課水道維持係

(2) 止水栓の修繕（公道・宅地内メーター上流）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・水道施設課水道維持係

(3) 給水管の修繕（公道・宅地内メーター上流）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・水道施設課水道維持係

(4) 止水栓ボックスの高さ調整・ボックス本体取替等の修繕

・・・・・・・・（公道宅地）水道施設課水道維持係

(5) 給水管の地下凍結及び異物，錆等による出水不良の修繕工事

（公道）・・・・・・水道施設課水道維持係

（宅地）・・・・・・・・サービス課給排水係

(6) 起因者による給水装置の破損，折損等の修繕工事（公道）・・・・・・・水道施設課水道維持係

(7) 起因者による給水装置の破損，折損等の修繕工事（宅地）・・・・・・水道施設課水道維持係

(8) 施工不良に起因する修繕工事・・・・・・・・・・・サービス課給排水係・水道施設課水道維持係

(9) メーターの修繕工事・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・サービス課給排水係

(10) 配水管の断水を必要とする修繕工事・・・・・・サービス課給排水係・水道施設課水道維持係

3. 上記の修繕工事において配水管分岐からメーター上流の修繕工事については，市負担の発

注工事となることから，事前に水道施設課水道維持係に連絡し確認を行うこと。

4. 修繕工事完了報告書の提出

「手続編 2. 9 修繕工事完了報告書の提出」参照
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